
厚生保険特別会計



◯ 厚生保険特別会計 
  

 

（厚生保険特別会計法 ― 昭19.2.15 法10、厚生保険特別会計法施行令 ― 昭19.7.19 勅470） 

 

  この会計は、「健康保険法」（大11法70）及び「厚生年金保険法」（昭29法115）

に基づき、被保険者等に対する療養給付、年金給付、その他の給付を行う各保

険事業の経営並びに「児童手当法」（昭46法73）に基づく児童手当に関する経

理を行うため、「厚生保険特別会計法」に基づいて設置されたものであり、健

康勘定、年金勘定、児童手当勘定及び業務勘定に区分されている。 

 

 

 

◎ 健康勘定 

  この勘定は、政府の管掌する健康保険事業の保険収支（業務勘定に係るもの

を除く。）を経理するもので事業主から徴収する保険料を主な財源として、保

険給付等を行っている。 

  なお、平成４年度より積立金は中長期的財政運営を支える調整的資金として

事業運営安定資金となった。 

 

 

◎ 年金勘定 

  この勘定は、厚生年金保険事業（厚生年金基金及び厚生年金基金連合会が行

う事業を除く。）の保険収支（業務勘定に係るものを除く。）を経理するもの

で、事業主等から徴収する保険料、運用収入及び国庫負担金を主な財源として、

保険給付等を行っている。 

  なお、年金勘定の積立金については、従来は全額を資金運用部に預託してい

たが、平成１３年度より年金資金運用基金に寄託しての運用が開始された。 

 

 

◎ 児童手当勘定 

   この勘定は、児童手当法（昭46法73）の施行に関する収支を経理するもので、

事業主からの拠出金及び国庫負担金を主な財源として児童手当の給付等を行っ

ている。 

 

 

◎ 業務勘定 

   この勘定は、健康保険事業、厚生年金保険事業及び児童手当拠出金徴収業務

における業務取扱い並びに保健事業、福祉事業に係る収支を経理するために設

けられたものである。 

   なお、平成元年度補正予算において、老人保健制度の基盤安定化を目的とし

た特別保健福祉事業資金（１兆５０００億円）が業務勘定に創設され、平成２

年度以降においては、その運用利益金を財源として、老人保健関係業務に対す

る補助等を行っている。 
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厚生保険特別会計のしくみ 

 

 

 

 

事業主・被保険者 厚生年金積立金 一般会計

厚生保険特別会計国民年金
特別会計

市町村等

・厚生年金保険料
・健康保険保険料
・児童手当拠出金

保険医療機関等

・運用収入
・年金資金運用基金納付金

・厚生年金国庫負担
・政府管掌健康保険の国庫補助
・児童手当の国庫負担(事務費分を含む）
・事務費の国庫負担

療養の給付

被保険者・受給者等

健康保険・厚生年金

保険事業等

厚生年金給付
保険給付費・老人保健
拠出金等

児童手当

児童育成事業

介護納付金

児童手当給付
介護保険給付

基礎年金拠出金

基礎年金交付金
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厚生保険特別会計(健康勘定)

平成１５年度省庁別財務書類
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◎ 健康勘定 
 

  この勘定は、政府の管掌する健康保険事業の保険収支（業務勘定に係るもの

を除く。）を経理するもので事業主から徴収する保険料を主な財源として、保

険給付等を行っている。 

  なお、平成４年度より積立金は中長期的財政運営を支える調整的資金として

事業運営安定資金となった。 

 

 

 

○厚生保険特別会計の仕組み 
 
 
  
 保険料 
 
      保険給付費 療養の給付 
 療養給付費等の国庫補助             老人保健拠出金・介護納付金 
      ・退職者給付拠出金 
 保健事業費等財源繰入 
  
 
 
  
 （健診事業、年金相談、病院等施設、等） 
 事務費国庫負担 保健事業・福祉事業 
 
 児童手当拠出金       児童手当拠出金 
 
  業務取扱費財源繰入 
  交付金 児童手当給付 
 児童手当国庫負担  
  
 福祉施設費等財源繰入 
 
 年金国庫負担 
      年金給付 
 
 保険料 基礎年金拠出金 
 
 
 

 

 

一 

 

般 

 

会 

 

計 

健康勘定 
 
   事業運営安定資金 

年金勘定 
 
     年金積立金 

業務勘定 
（適用・徴収・給付業務）

事業主 
被保険者 

事業主 
被保険者 

国民年金特別会計 
基礎年金勘定 

厚生年金受給者 

児童手当勘定 
事業主 

市

町

村 
受給対象者 

保険医療機関等 被保険者等 

 
被保険者等 
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厚生保険特別会計健康勘定

前会計年度 本会計年度 前会計年度 本会計年度
平成15年3月31日 平成16年3月31日 平成15年3月31日 平成16年3月31日

現金・預金 43,010 47,972 支払備金 76,141 42,637
未収金 5,784 5,789 前受金 55,775 29,911
未収保険料 176,959 156,595 前受収益 19,656 19,496

貸倒引当金 △ 132,239 △ 120,873 借入金 1,479,228 1,479,228
有形固定資産 498,494 489,635
　　国有財産（公共用財産を除く） 475,499 470,060

土地 157,557 158,033
立木竹 471 536
建物 205,552 203,537 1,630,801 1,571,273
工作物 105,083 101,869
建設仮勘定 6,834 6,083 資産・負債差額 △ 1,038,791 △ 992,153

　　物品 22,994 19,574
出資金 0 －

592,010 579,119 592,010 579,119

貸借対照表

（単位：百万円）

＜資産の部＞ ＜負債の部＞

負債合計
＜資産・負債差額の部＞

資産合計 負債及び資産・負債差額合計

9796



厚生保険特別会計健康勘定

（単位：百万円）

前会計年度 本会計年度
自　平成14年4月 1日 自　平成15年4月 1日

至　平成15年3月31日 至　平成16年3月31日

健康保険給付費 4,024,592 3,886,803
老人保健拠出金 2,328,844 2,157,858
退職者給付拠出金 653,945 669,313
介護納付金 395,989 439,849
業務勘定への繰入 97,274 97,487
その他の経費 794 4,660
減価償却費 24,717 22,981
貸倒引当金繰入額 24,318 13,040
支払利息 6,554 7,489
資産処分損益 15,991 7,951
次年度繰越支払備金 76,141 △ 33,504

　　本年度業務費用合計 7,649,165 7,273,930

業務費用計算書

9897



厚生保険特別会計健康勘定

（単位：百万円）

前会計年度 本会計年度
自　平成14年4月 1日 自　平成15年4月 1日

至　平成15年3月31日 至　平成16年3月31日

Ⅰ　前年度末資産・負債差額 △ 407,791 △ 1,038,791

Ⅱ　本年度業務費用合計 △ 7,649,165 △ 7,273,930

Ⅲ　財源 7,018,165 7,320,567
　　１　自己収入 6,026,621 6,409,234

保険料収入 6,001,698 6,382,243
拠出金収入 739 743
運用益 38 1
その他の財源 24,146 26,245

　　２　他会計（勘定）からの受入 991,543 911,332
一般会計からの受入 977,765 906,512
郵政事業特別会計からの受入 4,853 －
業務勘定からの受入 748 11
前年度業務勘定剰余金受入 8,176 4,809

Ⅳ　無償所管換等 － －

－ －

Ⅵ　その他資産・負債差額の増減 － －

Ⅶ　本年度末資産・負債差額 △ 1,038,791 △ 992,153

資産・負債差額増減計算書

Ⅴ　資産評価差額
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（単位：百万円）

前会計年度 本会計年度
自　平成14年4月 1日 自　平成15年4月 1日

至　平成15年3月31日 至　平成16年3月31日

Ⅰ　業務収支
　１　財源

保険業務対価見合収入 6,048,634 6,379,512
運用収入 38 1
その他の収入 17,340 19,900
郵政事業特別会計からの受入 4,853 -
一般会計からの受入 974,100 880,648

財源合計 7,044,968 7,280,063

　２　業務支出
　　（１）業務支出（施設整備支出を除く）

健康保険給付費 △ 4,024,661 △ 3,886,884
老人保健拠出金 △ 2,328,844 △ 2,157,858
退職者給付拠出金 △ 653,945 △ 669,313
介護納付金 △ 395,989 △ 439,849
業務勘定への繰入 △ 119,756 △ 113,855
その他の支出 △ 4,398 △ 4,660

業務支出（施設整備支出を除く）合計 △ 7,527,595 △ 7,272,421

業務支出合計 △ 7,527,595 △ 7,272,421

　　業務収支 △ 482,626 7,641

Ⅱ　財務収支
借入金による収入 1,479,228 1,479,228
借入金の返済による支出 △ 1,479,228 △ 1,479,228
利息の支払額 △ 6,554 △ 7,489

　　財務収支 △ 6,554 △ 7,489

　本年度収支 △ 489,180 152

資金からの受入 489,180 -
資金への繰入 - △ 152

　　翌年度歳入繰入 - -

収支に関する換算差額 - -

資金本年度末残高 47,819 52,569
その他歳計外現金・預金本年度末残高 △ 4,809 △ 4,597

　　本年度末現金・預金残高 43,010 47,972

区分別収支計算書

厚生保険特別会計健康勘定
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注記 

1. 重要な会計方針 

1. 有形固定資産の減価償却の方法  

建物、工作物 
定率法により減価償却を行っている。 

物品 
「減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５

号）」に定める耐用年数を基準とし、残存価格を取得原価の１０％とした

定額法により減価償却を行っている。 

 

2. 出資金の評価基準及び評価方法 

  ・市場価格のないもの 

    個別法による原価法。 

 但し、出資先の財政状態の悪化により出資金の価値が著しく低下した場合に

は、相当の減額を行っている。 

 

3. 引当金の計上基準及び算定方法 

 ・貸倒引当金 

未納保険料については､過去５年間の保険料の収納額､不納欠損額に基づき算定

し､また､その他返納金債権等の未収金については､過去の実績により算定して

いる。 

 

4.  翌年度以降支出予定額 

・歳出予算の繰越 

該当ありません。 
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・継続費 

該当ありません。 

 
・国庫債務負担行為 

該当ありません。 

5. 出納整理期間 

予算決算等及び会計令第３条及び第４条により出納整理期間が設定されており､出

納整理期間中の現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数とし

ている。 

 

6. 財政法第 44 条の資金の名称、根拠法令及び内容 

  資金名 ：事業運営安定資金 

 根拠法令：厚生保険特別会計法第 7 条 

 内容  ：政府管掌健康保険財政の収支の中期的均衡を確保しつつ、事業の運営の

安定化を図るために設置。 

 

7. 各財務書類における表示科目の説明 

 
＜貸借対照表＞ 
・ 「現金・預金」には、当該年度末における支払元受高たる現金と決算剰余金と財

政融資資金預託金との合計額を計上している。 
・ 「未収金」には、当該年度末における当該年度分、過年度分の雑収入等の未収額

を計上している。 
・ 「未収保険料」には、当該年度末における当該年度分、過年度分の保険料の未収

額を計上している。 
・ 「貸倒引当金」には、未収金等の債権に係る回収不能見込額を計上している。 
・ 「土地」には、国有財産として国有財産台帳に記載されている土地の台帳価格を

計上している。 
・ 「立木竹」には、国有財産として国有財産台帳に記載されている立木竹の台帳価

格を計上している。 
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・ 「建物」には、国有財産として国有財産台帳に記載されている建物の台帳価格を

計上している。 
・ 「工作物」には、国有財産として国有財産台帳に記載されている工作物の台帳価

格を計上している。 
・ 「建設仮勘定」には、繰越工事等に係る不動産の当該年度の支払額を計上してい

る。 
・ 「物品」には、国有財産として国有財産台帳に記載されている重要な機械器具の

台帳価格を計上している。 
・ 「支払備金」には、当該年度末における健康保険給付費の支払未済の額を計上し

ている。 
・ 「前受金」には、保険給付の費用に充てるための国庫負担金の受入超過額を計上

している。 
・ 「前受収益」には、当該年度末における任意継続被保険者・第四種被保険者に係

る前納保険料の額を計上している。 
・ 「借入金」には、昭和 48 年度末歳入不足補填債務借入金及び旧日雇健康勘定に

係る歳入不足補てん債務借入金を計上している。 
 
＜業務費用計算書＞ 
・ 「健康保険給付費」には、健康保険法の規定による保険給付のため支出した額を

計上している。 

・ 「老人保健拠出金」には、老人保健法の規定による医療費拠出金及び事務費拠出

金を計上している。 

・ 「退職者給付拠出金」には、国民健康保険法の規定による療養給付費拠出金及び

事務費拠出金を計上している。 

・ 「介護納付金」には、介護保険法の規定による介護納付金の支出額を計上してい

る。 

・ 「業務勘定への繰入」には、保健事業経費等及び福祉事業経費の財源繰入額を計

上している。 

・ 「その他の経費」には、賠償償還及び払戻金、貨幣交換差減補填金等の経費を計

上している。 

・ 「減価償却費」には、建物、工作物等の償却資産に係る減価償却費を計上してい

る。 

・ 「貸倒引当金繰入額」には、債権の貸倒に伴う費用及び損失のうち当該年度の負

担額を計上している。 

・ 「支払利息」には、借入金等に係る利子を計上している。 

・ 「資産処分損益」には、たな卸資産、固定資産に係る処分損益を計上している。 

・ 「次年度繰越支払備金」には、翌年度に繰越される当該年度末における、健康保

険法の規定による保険給付費の支払未済額を計上している。 
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＜資産・負債差額増減計算書＞ 

・ 「前年度末資産・負債差額」には、前年度貸借対照表における資産・負債差額を

計上している。 

・ 「本年度業務費用合計」には、業務費用計算書における本年度業務費用合計を計

上している。 

・ 「財源」には、自己収入と他会計からの受入の合計額を計上している。 

・ 「自己収入」には、保険料収入等とその他の財源を計上している。 

・ 「保険料収入」には、健康保険に係る保険料収入額を計上している。 

・ 「拠出金収入」には、拠出金収入額を計上している。 

・ 「運用益」には、利子収入等を計上している。 

・ 「その他の財源」には、雑収入、雑益等に係る収入額を計上している。 

・ 「他会計（勘定）からの受入」には、一般会計、郵政事業特別会計等からの受入

額を計上している。 
・ 「一般会計からの受入」には、健康保険法第 153条の規定による、健康保険給付

費の受入額等を計上している。 
・ 「郵政事業特別会計からの受入」には、健康保険法第 155 条の規定により、健康

保険料に係る郵政事業特別会計からの受入額を計上している。 
・ 「業務勘定からの受入」には、厚生保険特別会計法附則第 19 条の規定により、

老人保健法の規定による拠出金の一部に充てるため業務勘定から受け入れた額及

び業務勘定から帰属替された国有財産・物品の取得額を計上している。 
・ 「前年度業務勘定剰余金受入」には、厚生保険特別会計法第 9 条の規定により、

業務勘定における前年度の決算剰余金のうち健康勘定の事業運営安定資金に組み

入れられた額を計上している。 
・ 「本年度末資産・負債差額」には、前年度末資産・負債差額に本年度業務費用合

計、財源、無償所管換等を加減した額を計上している。 

 

＜区分別収支計算書＞ 

・ 「保険業務対価見合収入」には、健康保険に係る保険料収入等を計上している。 

・ 「運用収入」には、運用寄託金に係る利子収入等を計上している。 
・ 「その他の収入」には、雑収入、雑益等に係る収入額を計上している。 
・ 「一般会計からの受入」には、健康保険法第 153条の規定による、健康保険給付

費及び厚生年金保険給付費財源の受入額等を計上している。 
・ 「健康保険給付費」には、健康保険に係る保険給付費を計上している。 

・ 「老人保健拠出金」には、老人保健法の規定による医療費拠出金及び事務費拠出

金を計上している。 

・ 「退職者給付拠出金」には、国民健康保険法の規定による療養給付費拠出金及び

事務費拠出金を計上している。 

・ 「介護納付金」には、介護保険法の規定による介護納付金の支出額を計上してい

る。 
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・ 「業務勘定への繰入」には、保健事業経費等及び福祉事業経費の財源繰入額を計

上している。 

・ 「その他の支出」には、賠償償還及び払戻金等の経費を計上している。 

・ 「借入金による収入」には、国債整理基金特別会計からの借入れによる収入額を

計上している。 

・ 「借入金の返済による支出」には、国債整理基金特別会計への繰入による借入金

の返済額を計上している。 

・ 「利息の支払額」には、国債整理基金特別会計からの借入れに係る利息の支払額

を計上している。 

・ 「資金からの受入」には、決算処理による資金からの受入額を計上している。 

・ 「資金への繰入」には、決算処理による資金への繰入額を計上している。 

 

 

8. 単位未満の計数の切り捨て及び 100 万円未満の計数の表示等 

金額の単位は 100 万円単位とし、単位未満は切り捨てているため、合計は一致しな

いことがある。 

100 万円未満の計数がある場合には「0」で表示し、該当計数が皆無の場合には

「－」で表示している。 
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附属明細書 

（単位：百万円） 

1. 貸借対照表項目に関する明細 

（１）資産項目の明細 

① 未収金の明細 

内容 相手先 本年度末残高

政管健保の現金給付返納金 被保険者等 5,789

合計  5,789

 

② 固定資産の明細 

区分 
前年度末 

残高 

本年度 

増加額 

本年度 

減少額 

本年度 

減価償却額
評価差額 

（本年度発生分）

本年度末 

残高 

（有形固定資産） 
            

国有財産（公共用

財産を除く） 475,499 24,172 9,364 20,247 － 470,060

土地 157,557  3,478 3,002 － － 158,033 

立木竹 471  64 0 － － 536 

建物 205,552  9,245 1,088 10,171 － 203,537 

工作物 105,083  7,833 971 10,075 － 101,869 

建設仮勘定 6,834 3,551 4,302 － － 6,083

物品 22,994 658 1,344 2,733 － 19,574

合計 498,494 24,831 10,709 22,981 － 489,635 
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（２）負債項目の明細 

① 借入金等の明細 

借入先 前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額 本年度末残高 

財政融資資金 1,479,228 1,479,228 1,479,228 1,479,228

合計 1,479,228 1,479,228 1,479,228 1,479,228

※「昭和 48 年度末歳入不足補てん債務借入金」および「旧日雇健康勘定に係る歳入不足補

てん債務借入金」 

 

2. 資産・負債差額増減計算書の内容に関する明細 

 （１）その他の財源の明細 

款 項 金額 

雑収入 雑収入 20,552

雑益 雑益 5,693

合計  26,245

 

3．区分別収支計算書の内容に関する明細 

（１）その他の収入の明細 

款 項 金額 

雑収入 雑収入 19,900

合計  19,900

 

（２）資金の明細 

資金名 前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額 本年度末残高 

事業運営安定資金 47,819 4,749 － 52,569
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（３）その他歳計外現金・預金の明細 

         金額 

前年度末残高 △4,809

本年度受入 

  業務勘定からの受入 △4,597

本年度払出 

  業務勘定からの受入未了 4,809

本年度残高 △4,597
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